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議会の中の懲りない面々

政務調査費の傾向と対策／岡山県議会版

　　　　　「国の光を観る、もって王に賓たるによし」（易経）
第１　岡山県議会の政務調査費の領収書類の開示
１　ようやく始まった、岡山県議会政務調査費の領収書類開示
　岡山県議会の政務調査費の領収書類が、H21年度分から開示されるようになりました。

市民オンブズマンおかやまは、この領収書類を情報公開で手に入れ…不足分の一部は議員さんたちにお願いして直接開示を受け…自前の＜査定基準＞に基づいて、ひとつひとつの支出が適正かどうか、査定しました。

　岡山市議会では、領収書類の開示は、H19年７月分から始まっています。これだって、全国的にはそう早いほうでもありませんでしたから、岡山県議会の取組みのスローモーがことさら目立ちます。情報公開条例の制定が遅れたのを…たしか、都道府県の中で遅い方から２番目くらいじゃなかったかな…を思い出します。

２　遅いだけじゃなく、不十分

　　取組みが遅かっただけではなくて、制度設計が不十分なのも問題です。

　　県議会の政務調査費領収書類で開示されるのは、＜政務調査費の支出額が１万円を超える支出＞だけです。従って、開示される領収証の枚数は、市議会の20％くらいしかありません（おかげでコピーや分析は楽ですけどね）。
　　１万円以下の支出なら野放しで大丈夫なのならともかく、絶対にそうではありません。岡山市の場合でいうと、１万円以下の支出にも、①夜中、中央町あたりから帰宅するTX代を払ったり、②１日のうちに車２台に給油してみたり、③市内で給油した30分後に愛媛県で高速料金を払ってみたり、というような調子で、問題の支出が山ほどあるからです。
　　「１万円以下の支出まで開示していたら、事務の手間がタイヘンだ」というのがセンセイ方のご主張のようですが、①市議会議員がちゃんとやってることを県議会議員ができないとは考えられませんし、②だいたい、みなさん自前の事務員さんを雇っておられる方が大半（市議会議員で雇っている人はほとんどいません）なのだから、領収証整理もずっとラクなはずです。

３　「運用」がなおさら不十分

　　しかも、ただでも不十分な制度の運用が、さらにお粗末なんだということが、今回の開示・分析ではっきりと判明してしまいました。
　　これについては、私たち少々キレて呆れておりますので、少々詳しく言わせていただきたい。

ⅰ　開示された領収書類の分析にとりかかって、すぐに判明したことが、＜開示されている資料が少なすぎる＞ということでした。

ア　会派に所属しておられる議員さんは、会派に「会費」を払っていて、これを政務調査費に計上しています。ところが、会派は会費の使途内訳を証明する領収書類が提出していません。自民党はもっとも極端で、会派会費の使途内訳そのものを明らかにしていません。

　　これでは結局、その分の政務調査費が何に使われたのかがわかりません。

イ　家賃や給料の支払いの領収書の発行者が個人だと、住所氏名が墨塗りされていました。これでは＜本来政務調査費で払って良い人に払っているのかどうか＞がわかりません。（のちに実例をあげますが、この点が怪しい支払が現実にあるのです。）

ウ　事務所費などの領収書として、後援会長などが発行する領収書が開示されている例が多数ありました。＜後援会が家主に全額払い、そのうちの一部を議員が後援会に払っている＞という形です。後援会との按分それ自体はけっこうなことですが、これでは「もとの支払」が証明されていません。
エ　JR運賃などについて、領収書類がなく、議員さんの「支出証明書」で代用されているものがありました。これでは自己申告と変わりません。
オ　研修参加などの目的の旅費について、「その研修に参加したことがわかる資料」がほとんど添付されていませんでした。これではやはり、「参加した」ことが自己申告になってしまいます。
カ　視察旅費などについて、視察の報告書がほとんど添付されていませんでした。これでは「その視察」をほんとうにしたのかどうかがわかりません。（市議会の例では、「視察先」に問い合わせたら「その視察は知らない」という回答が返ってきた例がありました。）
キ　広報紙の印刷費や広報ハガキの購入費が計上されていても、その「成果物」がほとんど添付されていませんでした。これでは、どんなものに使われたのかが確認できません。（市議会の例では、政党支部の立ち上げ案内や、年賀状代が計上されていました。）

オンブズマンの査定基準では、こうした支出は「全部ペケ」になってしまいます。そうすると査定結果は、全体的に滅茶苦茶に低くなり、しかも＜現実の姿よりずっと低い査定＞が出てしまいます。それでは、＜県民に正確な情報を提供する＞という点からも、＜岡山県議会のメンツ＞のためにも、良いことではありません。だいたい、岡山市議会では、会派によってはこうした資料はたっぷりと（当方がヘキエキするくらいたっぷりと）添付されているので、その点から言ってもえらい不自然なのです。
ⅱ　そこで私たちは、昨年12月27日、県議会事務局に出向いて事情を説明し、議員さん全員への「こうした資料を追加開示してほしい」というお手紙を託して、センセイ方にお渡ししてほしい、と依頼して承諾していただきました。（いきなり直送じゃ失礼なような気もいたしましたのでね。）議員さん方に配布されるのは、１月14日ころになるだろう、とのお話しでした。

ⅲ　ところがその数時間後、事務局からお電話があり、「話があるのでお伺いしたい」とのこと。翌12月28日においで願ったところ、「事務局として『お願い』を議員さんに配布することはできないので返却する」とのご挨拶でした。
私たちは呆気にとられましたが、返却受取りをお断りし、
ア　受取り拒否にかかわらず置いて帰られれば「捨てて帰った」ことになる。

イ　事務局が配布されないのならば、議員各位に直接郵送するほかないが、その際には、一部始終の事情をご説明することになろう。

ウ　その場合、一部始終をメディアに公表することもあり得る。

とまで（来訪された職員だけでなく、電話で事務局長さんにも）申し上げましたが、聞き入れていただけません。結局55通の「お願い」をその場に置き残して帰られました。そのためやむなく、議員さん方あての「お願い」は、直接（財政の苦しい中、4400円かけて）郵送する羽目になりました。

ⅳ　事務局がいったん配布を承知されながらなぜ返却を申し出られたのかは、私たちにははかり知ることができませんが、もし「議員に怒られるようなものは配布したくない」ためなら、そんな茶坊主に高給を払うために税金を払ってるんじゃないぞ、と申し上げたい。
ⅴ　さて、「お願い」を申し上げた甲斐あって、民主県民クラブ、公明党、共産党、及び無所属の佐古議員から、快く、追加開示のお申し出をいただきました。（「２月15日までに追加開示を」とお願いしたのですが、自民党及び無所属の福田議員からは、まだご連絡をいただけません。その気がおありでないのかもしれませんが、そうだとしたら住民訴訟の提訴後に、裁判所から提出を命じていただくことになります。）
　それは良いのですが、当初のお願いの際に議会事務局の方から、また追加開示をいただいた際に各会派の方から、いささか唖然とすることをうかがいました。

ア　個人発行の領収書の墨塗りは、個人情報保護条例の関係で、議会事務局が（ないし、議会事務局の要請で）行っている。

イ　提出（開示）対象とする領収書等は、１支出につきA４版１枚までとしている。これを超えるものを添付しようとした会派があったが、議会事務局から添付を拒否された。
ⅵ　これはいささか、驚くべきことです。
ア　個人名が入った領収書を県が開示することが、個人情報保護条例上問題がある、というのはまんざら嘘ではありません。しかし、その個人さんが予め開示を承諾していれば問題はありません。政務調査費というモノの性質上、事務局が議員さん方に、「同意をとってほしい」とお願いするのがスジというものでしょう。（現に、市議会では個人名の領収書も墨塗りなしで開示されています。）それをしないで逆に積極的に墨塗りを推進する事務局の姿勢はいったい何でしょうか。
イ　「A４版１枚制限」に至っては、なおさら開いた口がふさがりません。なんでも「保管に困るから」と言われたということなのですが、開示された資料は小段ボール１箱です。資料のピックアップを添付したってせいぜい２箱になるのが関の山。あの広大な県議会スペースで「保管に困る」などとは、幼稚園児でも信用しないでしょう。
ⅶ　制度運用がおかしいと疑う材料は、他にもあります。

ア　そもそも、「JRの領収書を議員本人の支払証明で代用する」とか、「按分後の後援会の領収書で良い」とかの扱いが、こうまで蔓延しているのがまずおかしい。JR切符は買う時に一言いう（またはパネルをいっぺん押す）だけで領収書は簡単に取れ、市議会では（「日当がらみ」のケース以外には）こんな例はありません。「按分前のモトの領収書を出す」のも何の問題もないはずです。こうした取扱を事務局自身が奨励しているのではないか、と疑われても仕方がないでしょう。

イ　支出の中にTX代が全く現れないのも、非常に不思議です。乗車１回分のTX代が１万円を超えることはあまりないでしょうが、議員さんの大半はTXチケットをご利用のはずです。月１回の精算で１万円を超えないセンセイばかりとは信じられません。これも事務方が「１回ごとの乗車代金で考えて良い」と奨励しているとしか考えられません。

ⅷ　こうした「運用」を見るにつけ、議会事務局はどの方向を向いて仕事をしているのか、と考えざるをえません。県民と議会・議員とが理解しあえるよう、その距離が縮まるように努めるのが本来の職務だろうと思うのですが、岡山県議会事務局は、県民に尻を向けて仕事をすることを当然と考えておられるかのようです。しつこいようですが、県民はそんな職員を養うために税金を払っているのではありません。
第２　査定の結果
１　H20年度とH21年度、「返還率」の変化

さて、肝心の査定結果ですが、その前に「領収書開示前」のH20年度と、「後」のH21年度との、「返還率」（交付される額（年420万円）に対する、「残余」として返還された金額の率）の差を見ましょう。

　　　　　　　　 （H20）　　　（H21）　　
自民党　　　　 0.2％　　　  12.6%
民県ク　　　　31.8％        40.2%
公明党　      38.3％        46.9%
共産党　　　　10.1％        23.6%
無所属　　　   0.1％         3.1%
全議員         9.2％        20.5%
　　どの会派でも大幅に伸びています。金額ベースでは、H20年度の返還総額2161万円に対して、H21年度の返還総額は4735万円。制度（不十分ながら）施行だけで2600万円の「財政効果」があったことがわかります。特に自民党の急成長？（277,029円から19,090,807円へ、69倍の増加）が目立ちます。H20年度の収支帳簿や領収書をいっぺん見てみたい、と考えるのは私だけでしょうか？
２　H21年度の査定結果

　H21年度についてのオンブズマンの査定結果は、以下のとおりでした。（ただし現在「仮査定」で、確定版ではありません。）「支出額」は、総支出額のうちの＜１万円超＞の額。「追加開示」が間に合った議員さんとそうでない議員さんで不公平があってはいけないので、「間に合っていない議員さん」についての「適正率」が、＜追加開示があればここまで上がる可能性がある数値＞（「可能適正率」）も示しました。

　　　　　　（支出額）　　（適正額）　　（適正率）　　（可能適正率）
自民党　　 95,760,071　　19,586,286       20.5%         29.1%

民県ク　　 18,379,655    12,614,872       68.6%         --------
公明党　    8,598,467     6,544,404       76.1%         --------
共産党　　　8,795,433     6,390,436       72.7%         --------
無所属　　　7,379,773        96,950        1.3%         50.8%
  　個々の議員さん別の査定結果は、別紙のとおりです。
　　「可能適正率」で考えたとしても、会派に(及び人に)よって、非常に差が出ました。「両極現象」と言っても良いでしょう。公明党・共産党・民県クがかなり（市議会以上に）好成績なのに対して、自民党の適正率が（市議会での最低会派をさらに下回って）非常に低い。政務調査費の透明化・適正化についての意識が大きく違う、ということなのでしょうか？
　　なお、無所属のお二人の「適正率」が極端に低いのは、お二方の領収書類に「墨塗り」されてしまったもの･･･人件費など･･･が非常に多いためです。追加資料開示が得られれば（佐古議員は約束済み）「可能適正率」は佐古議員54.2％、福田議員47.3％にまで上がる可能性があります。）

第３　おかしな支出の数々…共通編
　　政務調査費の支出パターンが、「個人ごとに非常に違う」というのが、県議会の特徴です。市議会の場合には会派ごとにある程度の特徴があるのですが、「会派への交付」と「議員個人への交付」との差が出るのでしょう。しかしそれでも、「ある程度共通性のある不適正支出」はいくつかあります。
１　アルコール臭のする支出

　　これがほとんどないのが、H21年度県議会の特徴の一つです。おそらく、会派あるいは事務局でその点を相当徹底したのでしょう。（市議会では、初年度はかなりありました。）

しかしながら、では県議会の政務調査費にアルコール臭は全然ないのかというと、そうは言い切れません。なぜなら、市議会でも、「アルコール臭」のある支出の大半は、１万円以下の支出だからです。

２　ハガキ代

広報費として「ハガキ購入代」に支出する人は、市議会でもある程度あります。しかし県議会の場合、特に自民党に「広報紙印刷代」を支出する人が少なく、その分「ハガキ代」を支出する人（６人）が目立ちます。ハガキの場合、「現物」が提示されないと、適正な政務調査費とは認められません。（ハガキで「県政報告」なんてできるんかいな、ということがまずありますし、そもそも年賀ハガキかもしれんじゃないですか。）

３　自分に／家族に家賃？

市議会にあまりなかった（１人だけ）、県議会ならでは？の不適正支出パターンがこれです。自民党に集中しています。

何であるかというと、『議員本人または親族が代表者の会社等』（４件）に、事務所家賃（４件）、光熱水費（２件）、ガソリン代（２件）、切手代（１件）、人件費（１件）、コピー消耗品費（１件）を支出しているのです。これ以外にも、事務所家賃のうち２件が家主名が墨塗りです。

自分や家族の経営する会社の所有する建物に家賃を払うのが、政務調査費の趣旨とお考えならば、それは大きな間違いです。

４　按分不十分
　　オンブズマンが「不適切」とする支出のうち、金額的に最も多いのがこれです。民県ク、公明党、共産党では「不適切」指摘の大半であり、自民党でも最大の金額を占めます。
議員の活動は、少なくとも理屈の上では、①政治活動と②私的活動とに分けられ、政治活動はさらに①－１「政務調査活動」と①－２「それ以外の政治的活動」に分けられる、しかし現実には議員の政治活動の大半はそれらが混然一体になっていて区別できない、だから按分するしかない、消耗品費や市政報告の費用も按分が必要ではないか、というのがオンブズマンの主張です。じっさい、ガソリン代や電話代は按分している議員さんが多い（ただし按分率が不十分な例もまた多い）のですが、問題は人件費、広報費、事務費、会派会費です。会派別に見てみましょう。

ⅰ　自民党

個人によって、取扱いが非常にまちまちです。事務費・広報費も按分する議員さんが（36人中）14人ある一方で、全く按分しない方もあります。

ⅱ　民県ク
ここも個人によりまちまち。事務費は支出５人全員が50％按分していますが、人件費は４人中３人、広報費７人中２人（うち１人は不十分）にとどまっています。

ⅲ　公明党

事務費は50％按分。しかし人件費は80％、また広報費は按分せず、なお不十分です。
ⅳ　共産党

個人の人件費・事務費は50％按分。しかし広報費は「紙面の内容割合」で80％超なのでなお不十分。

ⅴ　さらに、各会派に共通して、会派会費のうちの人件費・事務費等の按分がされていない、または不十分です。

５　「長距離視察」
これがまた、極度に人によってまちまちです。一番の勇者（無所属）はなんと26回！これはさすがに例外で、他の人は多くても数回ですが、資料・説明不足のものが（特に、追加開示をまだしていただいていない自民党に）たいへん多く、しかもその中に「怪しげな」のがけっこうあるのです。詳しくは「勇者編」で。

６　「怪しげな新聞」
「県民ガイド新聞」は、市議会でも結構繁盛していますが、県議会でも健在でした。４人が購読料を支出。

第４　おかしな支出の数々…勇者編
　　「凄い支出」は、市議会でもそうでしたが、特定の勇者に集中する傾向があります。やっぱりこれを紹介しないと、オンブズマンらしくないでしょう。「１万円以下支出」がないとかなり数が限定されますが、それでも結構ありまして……
１　自分／親族の会社に家賃
さきに紹介しましたが、やっぱり勇者だよねえ、うん。

２　「国立劇場での発表視察」

「お夏踊りを利用したまちおこし研究」だそうなのですが･･･「お夏踊り」って何？僕知らない。ネットで「国立劇場＋お夏踊り」で検索したところ、「備前市民が同市片上地区ゆかりの女性お夏にちなんだ『お夏踊り』を国立劇場で披露する」というのにヒットしました。後援会のツキアイじゃないんですか、センセイ？
類似品というか、リーガロイヤル京都で『青少年教育のあり方と学校茶道を通して徳育について』というのもかなりきな臭いです。名刺が８枚くっついてるんですが、「教育」ぽいのは幼稚園長さんの１枚だけで、あとは国会議員２、実業界２、裏千家３（三重、鳥取、網走！）ですのでねえ。
３　宗教団体イベント＋政治団体幹事会・総会＋大連６日間

もちろんというか、一人の方がです、はい。

別の方の「岡山県日朝友好親善訪問団」５日間というのも凄いですけどね
４　「選挙支援システム」購入

整理票には「県政報告広報印刷デザイン料」とあり374,640円。しかし領収証発行者は大阪府羽曳野市の「テイク講演研究会」。ヘンだなと思って検索したら、独自の「選挙支援システム」を販売する業者でした。
５　大学院授業料

　　岡山大学大学院「地域公共政策コース」。「勉強」だということは認めますが……

６　茶菓子は茶菓子ですが…

「110人分32,000円」とか、「モーツァルトで20,000円分」とか、政務調査のハンチューですか？

７　愛とお金は年度を超えて？
　　政務調査費は、「その年度にされた支出」をカバーするもの。翌年度の支出を賄ったらいかんでしょう。

第５　対策

　　監査請求⇒住民訴訟。これしかありません。３月中旬くらいには提訴できるだろうと思います。選挙直前ですけれど。
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